
◎ 入札公告

一般競争入札について次のとおり公告する。

令和８年10月22日

警察共済組合茨城県支部長 中山 仁

１ 契約に関する事務を担当する所属

〒310-8550 茨城県水戸市笠原町978番６

警察共済組合茨城県支部（茨城県警察本部庁舎６階厚生課内）

電話 029-301-0110 内線2782 担当 桐生

FAX 029-301-0801

２ 入札に付する事項

(1) 件 名 オーダーメイド健康情報冊子作成業務委託（単価契約）

(2) 作成部数 160冊（予定数であり、実際の数を保証するものではない ）。

(3) 委託内容 仕様書のとおり。

(4) 納入期限 令和９年２月26日（金）

(5) 納入場所 １の担当所属に同じ。

３ 入札参加資格

(1) 次のいずれにも該当しない者であること。

ア 役員等（法人にあっては非常勤を含む役員及び支配人並びに営業所の代表者、その他の

団体にあっては法人の役員等と同様の責任を有する代表者及び理事等、個人にあってはそ

の者及び支店又は営業所を代表する者をいう。以下同じ ）に暴力団員による不当な行為。

の防止等に関する法律（平成３年法律第77号。以下「暴対法」という ）第２条第６号に。

規定する暴力団員（以下「暴力団員」という ）又は暴力団員ではないが暴対法第２条第。

２号に規定する暴力団（以下「暴力団」という ）と関係を持ちながら、その組織の威力。

を背景として暴力的不法行為等を行う者（以下「暴力団関係者」という ）がいる法人等。

（法人又は団体若しくは個人をいう。以下同じ ）。

イ 暴力団員又は暴力団関係者（以下「暴力団員等」という ）がその経営又は運営に実質。

的に関与している法人等

ウ 役員等又は使用人が、暴力団の威力若しくは暴力団員等又は暴力団員等が経営若しくは

運営に実質的に関与している法人等を利用するなどしている法人等

エ 役員等又は使用人が、暴力団若しくは暴力団員等又は暴力団員等が経営若しくは運営に

実質的に関与している法人等に対して資金等を供給し、又は便宜を供与するなど暴力団の

維持運営に協力し、又は関与している法人等

オ 役員等又は使用人が、暴力団又は暴力団員等と社会的に非難されるべき関係を有してい

る法人等



カ 役員等又は使用人が、前各号のいずれかに該当する法人等であることを知りながら、こ

れを利用するなどしている法人等

(2) 茨城県暴力団排除条例（平成22年茨城県条例第36号）第２条第１号から第３号までに規定

する者ではないこと。

(3) 無差別大量殺人行為を行った団体の規制に関する法律（平成11年法律第147号）に基づく

処分の対象となっている団体及びその構成員でないこと。

(4) 会社更生法（平成14年法律第154号）に基づき更生手続開始の申立てがなされている者又

は民事再生法（平成11年法律第225号）に基づき再生手続開始の申立てがなされている者で

ないこと。

本公告に示した仕様書に基づく委託業務と同種同規模（150冊以上／１冊当たり10ページ(5)

以上・フルカラー）の委託業務を、令和６年度から令和７年度の期間に２回以上行った者で

あること。

４ 入札方法

(1) 入札書に記載する金額は、２(2)の作成部数に納品に係る費用等、必要経費全てを含む１

冊当たりの金額（消費税及び地方消費税を除く ）とし、１円未満の端数があるときは、そ。

の端数を切り捨てた額とする。

(2) 提出した入札書の引換え又は変更は認めない。

(3) 入札執行回数は、２回を限度とする。

、 （ 。）(4) 入札書は 指定する場所に提出期限までに郵送 書留郵便又はこれに準ずるものに限る

又は持参により提出すること。

(5) 詳細は入札説明書のとおり

５ 入札手続等に関する事項

(1) 入札説明書等の閲覧期間及び場所

ア 期間

入札公告の日から令和８年11月10日（火）午後５時まで

イ 場所

警察共済組合茨城県支部（茨城県警察本部庁舎６階厚生課内 、茨城県警察ホームペー）

ジ（※現在は簡易表示）及び警察共済組合ホームページ

(2) 入札手続に関する問合せ先

１の担当所属に同じ

６ 入札説明書等に関する質問

(1) 入札説明書等に対する質問がある場合は、質問事項を記入した書面を次のとおり提出する

こと。

ア 質問受付期間

公告の日から令和８年10月30日（金）午後５時まで（持参の場合は土日祝日を除く ）。

なお、これ以降に到着したものについては、回答しないので留意すること。

イ 質問受付先

１の担当所属に同じ



ウ 方法

ＦＡＸ、郵送又は持参

(2) 質問に対する回答日時及び方法は、次のとおりとする。

ア 日時

令和８年11月２日（月）午後５時まで

イ 方法

ＦＡＸ又は郵送により回答する。

７ 入札参加資格等の確認

競争入札参加者は、次のとおり郵送又は持参により、一般競争入札参加資格確認申請書に必

要書類を添付して提出し、入札参加資格の確認を受けなければならない。

なお、提出した書類について説明を求められたときは、これに応じなければならない。

(1) 提出書類

ア 一般競争入札参加資格確認申請書

イ ３の(1)、(2)、(3)及び(4)に係る誓約書

ウ ３の(5)に係る事項を証明する書類

(2) 提出期限

令和８年11月10日（火）午後５時までに必着のこと（持参の場合は土日祝日を除く 。。）

(3) 提出先

１の担当所属に同じ。

(4) 結果通知

入札参加資格の合格・不合格について審査し、令和８年11月11日（水）午後５時までに、

一般競争入札参加資格等確認通知書を発行する。

なお、参加資格が「不合格」の場合は、その理由を付する。

８ 入札書の提出期限等

(1) 提出期限

令和８年11月16日（月）午後５時までに必着のこと（持参の場合は土日祝日を除く 。。）

(2) 提出場所

１の担当所属に同じ

(3) 方法

郵送（書留郵便又はこれに準ずるものに限る ）又は持参。

９ 開札日時及び場所

(1) 日時

令和８年11月17日（火）午前11時

(2) 場所

１の担当所属に同じ。

なお、開札時に立会を要さない。

10 契約保証金

契約保証金は、契約金額の100分の10以上の額とする。ただし、地方公務員等共済組合法施



行規程第32条及び地方公務員等共済組合法施行規程運用方針第32条第２項各号のいずれかに該

当する場合は、契約保証金の一部又は全部を免除する。

11 入札の無効

(1) 次のいずれかに該当する場合の入札は無効とする。

ア 入札について談合その他不正行為があったと認められるとき。

イ 指定の日時までに入札書が提出されないとき。

ウ 記名を欠くとき。

エ 誤字又は脱字等により意思表示が不明確である入札を行ったとき。

オ 首標金額を訂正した入札を行ったとき。

カ 同一の入札に２通以上の入札を行ったとき。

キ 前各号に定めるもののほか、指示した条件に違反した入札をしたとき。

(2) 本公告に示した競争入札参加資格のない者の行った入札、申請書又は資料に虚偽の記載を

した者の入札並びに本公告に示した入札に関する条件に違反した者の行った入札は、無効と

する。

(3) 入札時点において３に掲げる入札参加資格のない者が行った入札は、無効とする。

12 落札者の決定方法

(1) 予定価格の制限の範囲内で最低価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。

落札者となるべき同価の入札をした者が２人以上あるときは、当該入札事務に関係のない

職員にくじを引かせて落札者の決定を行う。

(2) 落札者がいない場合は、再度入札を行うこととし、日程等については別に通知する。

13 再度入札等

(1) 再度入札は１回とする。

(2) 初度に入札に参加しない者は、再度入札に参加することができない。

(3) 再度入札を行っても落札者がいないときは、その入札における最低価格を入札した者に見

積書の提出を求め、随意契約に移行する場合がある。

14 契約書作成の要否

要

詳細は入札説明書のとおり

15 その他

(1) 詳細は入札説明書による。

(2) 納入期限内の履行が見込めないときは、契約を解除することがある。

(3) 入札参加者等は、入札後、この公告等についての不知又は不明を理由として、異議を申し

立てることはできない。

(4) 入札参加者又は契約の相手方が本委託に関して要した費用は、全て当該入札参加者又は当

該契約の相手方が負担するものとする。



入 札説明 書

警察共済組合茨城県支部のオーダーメイド健康情報冊子作成業務委託（単価契約）に係る入札

公告に基づく一般競争入札については、関係法令に定めるもののほか、この入札説明書によるも

のとする。

入札に参加する者は、下記事項を熟知のうえ入札しなければならない。この場合において、当

該仕様等について疑義があるときは、下記１に掲げる者に説明を求めることができる。ただし、

、 、 。入札後 この公告 仕様等について不知又は不明を理由として異議を申し立てることはできない

◎ 公告日 令和８年10月22日

１ 契約に関する事務を担当する所属

〒310-8550 茨城県水戸市笠原町978番６

警察共済組合茨城県支部（茨城県警察本部庁舎６階厚生課内）

電話 029-301-0110 内線2782 担当 桐生

FAX 029-301-0801

２ 入札に付する事項

(1) 件 名 オーダーメイド健康冊子健康情報冊子作成業務委託（単価契約）

(2) 作成部数 160冊（予定数であり、実際の数を保証するものではない ）。

(3) 委託内容 仕様書で指定する作成基準を満たす健康情報冊子の作成

(4) 納入期限 令和９年２月26日（金）

(5) 納入場所 １の担当所属に同じ。

３ 入札参加資格

(1) 次のいずれにも該当しない者であること。

ア 役員等（法人にあっては非常勤を含む役員及び支配人並びに営業所の代表者、その他の

団体にあっては法人の役員等と同様の責任を有する代表者及び理事等、個人にあってはそ

の者及び支店又は営業所を代表する者をいう。以下同じ ）に暴力団員による不当な行為。

の防止等に関する法律（平成３年法律第77号。以下「暴対法」という ）第２条第６号に。

規定する暴力団員（以下「暴力団員」という ）又は暴力団員ではないが暴対法第２条第。

２号に規定する暴力団（以下「暴力団」という ）と関係を持ちながら、その組織の威力。

を背景として暴力的不法行為等を行う者（以下「暴力団関係者」という ）がいる法人等。

（法人又は団体若しくは個人をいう。以下同じ ）。

イ 暴力団員又は暴力団関係者（以下「暴力団員等」という ）がその経営又は運営に実質。

的に関与している法人等

ウ 役員等又は使用人が、暴力団の威力若しくは暴力団員等又は暴力団員等が経営若しくは

運営に実質的に関与している法人等を利用するなどしている法人等

エ 役員等又は使用人が、暴力団若しくは暴力団員等又は暴力団員等が経営若しくは運営に



実質的に関与している法人等に対して資金等を供給し、又は便宜を供与するなど暴力団の

維持運営に協力し、又は関与している法人等

オ 役員等又は使用人が、暴力団又は暴力団員等と社会的に非難されるべき関係を有してい

る法人等

カ 役員等又は使用人が、前各号のいずれかに該当する法人等であることを知りながら、こ

れを利用するなどしている法人等

(2) 茨城県暴力団排除条例（平成22年茨城県条例第36号）第２条第１号から第３号までに規定

する者ではないこと。

(3) 無差別大量殺人行為を行った団体の規制に関する法律（平成11年法律第147号）に基づく

処分の対象となっている団体及びその構成員でないこと。

(4) 会社更生法（平成14年法律第154号）に基づき更生手続開始の申立てがなされている者又

は民事再生法（平成11年法律第225号）に基づき再生手続開始の申立てがなされている者で

ないこと。

本公告に示した仕様書に基づく委託業務と同種同規模（150冊以上／１冊当たり10頁以上(5)

・フルカラー）の委託業務を、令和６年度から令和７年度の期間に２回以上行った者である

こと。

４ 入札方法

(1) 入札書に記載する金額は、２(2)の作成部数に納品に係る費用等、必要経費全てを含む１

冊当たりの単価（消費税及び地方消費税を除く ）とし、１円未満の端数があるときは、そ。

の端数を切り捨てた額とする。

(2) 提出した入札書の引換え又は変更は認めない。

(3) 入札執行回数は、２回を限度とする。

(4) 提出は二重封筒とし、入札書を作成し、中封筒に入れ封印し、かつ、中封筒の封皮に氏名

（法人の場合はその名称または商号）及び「令和８年11月17日開札［オーダーメイド健康情

報冊子作成業務委託（単価契約 ］の入札書在中」と朱書きしなければならない。）

、 （ 。）(5) 入札書は 指定する場所へ提出期限までに郵送 書留郵便又はこれに準ずるものに限る

又は持参により提出すること。

５ 入札手続等に関する事項

(1) 入札説明書等の閲覧期間及び場所

ア 期間

入札公告の日から令和８年11月10日（火）午後５時まで

イ 場所

警察共済組合茨城県支部（茨城県警察本部庁舎６階厚生課内 、茨城県警察ホームペー）

ジ（※現在は簡易表示）及び警察共済組合ホームページ

(2) 入札手続に関する問合せ先

１の担当所属に同じ

６ 入札説明書等に関する質問

(1) 入札説明書等に対する質問がある場合は、質問事項を記入した書面を次のとおり提出する



こと。

ア 質問受付期間

公告の日から令和８年10月30日（金）午後５時まで（持参の場合は土日祝日を除く ）。

なお、これ以降に到着したものについては、回答しないので留意すること。

イ 質問受付先

１の担当所属に同じ

ウ 方法

ＦＡＸ、郵送又は持参

(2) 質問に対する回答日時及び方法は、次のとおりとする。

ア 日時

令和８年11月２日（月）午後５時まで

イ 方法

ＦＡＸ又は郵送により回答する。

７ 入札参加資格等の確認

競争入札参加者は、次のとおり郵送又は持参により、一般競争入札参加資格確認申請書に必

要書類を添付して提出し、入札参加資格の確認を受けなければならない。

なお、提出した書類について説明を求められたときは、これに応じなければならない。

(1) 提出書類

ア 一般競争入札参加資格確認申請書

イ ３の(1)、(2)、(3)及び(4)に係る誓約書

ウ ３の(5)に係る事項を証明する書類

(2) 提出期限

令和８年11月10日（火）午後５時までに必着のこと（持参の場合は土日祝日を除く 。。）

(3) 提出先

１の担当所属に同じ。

(4) 結果通知

入札参加資格の合格・不合格について審査し、令和８年11月11日（水）午後５時までに、

一般競争入札参加資格等確認通知書を発行する。

なお、参加資格が「不合格」の場合は、その理由を付する。

８ 入札書の提出期限等

(1) 提出期限

令和８年11月16日（月）午後５時までに必着のこと（持参の場合は土日祝日を除く 。。）

(2) 提出場所

１の担当所属に同じ

(3) 方法

郵送（書留郵便又はこれに準ずるものに限る ）又は持参。

９ 開札日時及び場所

(1) 日時



令和８年11月17日（火）午前11時

(2) 場所

１の担当所属に同じ。

なお、開札時に立会を要さない。

10 契約保証金

契約保証金は、契約金額の100分の10以上の額とする。ただし、地方公務員等共済組合法施

行規程第32条及び地方公務員等共済組合法施行規程運用方針第32条第２項各号のいずれかに該

当する場合は、契約保証金の一部又は全部を免除する。

11 入札の無効

(1) 次のいずれかに該当する場合の入札は無効とする。

ア 入札について談合その他不正行為があったと認められるとき。

イ 指定の日時までに入札書が提出されないとき。

ウ 記名を欠くとき。

エ 誤字又は脱字等により意思表示が不明確である入札を行ったとき。

オ 首標金額を訂正した入札を行ったとき。

カ 同一の入札に２通以上の入札を行ったとき。

キ 前各号に定めるもののほか、指示した条件に違反した入札をしたとき。

(2) 本公告に示した競争入札参加資格のない者の行った入札、申請書又は資料に虚偽の記載を

した者の入札並びに本公告に示した入札に関する条件に違反した者の行った入札は、無効と

する。

(3) 入札時点において３に掲げる入札参加資格のない者が行った入札は、無効とする。

12 落札者の決定方法

(1) 予定価格の制限の範囲内で最低価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。

落札者となるべき同価の入札をした者が２人以上あるときは、当該入札事務に関係のない

職員にくじを引かせて落札者の決定を行う。

(2) 落札者がいない場合は、再度入札を行うこととし、日程等については別に通知する。

13 再度入札等

(1) 再度入札は１回とする。

(2) 初度に入札に参加しない者は、再度入札に参加することができない。

(3) 再度入札を行っても落札者がいないときは、その入札における最低価格を入札した者に見

積書の提出を求め、随意契約に移行する場合がある。

14 契約書作成

(1) 契約の相手方が決定したときは、当該決定の通知が相手方に到達した日から５日以内に契

約の締結に応じるものとする。

(2) 契約書は２通作成し、双方各１通を保管する。

(3) 契約書及び契約に係る文書に使用する言語及び通貨は、日本語及び日本国通貨に限る。

(4) 契約条項及び支払条件については、別紙「契約書（案 」のとおり）

15 その他



(1) 納入期限内の履行が見込めないときは、契約を解除することがある。

(2) 入札参加者等は、入札後、この公告、仕様等についての不知又は不明を理由として、異議

を申し立てることはできない。

(3) 入札参加者又は契約の相手方が本件調達に関して要した費用は、全て当該入札参加者又は

当該契約の相手方が負担するものとする。

(4) 入札にあたっての心得については、別添「入札心得」のとおり



別添

入 札 心 得

競争入札に参加する者は、次の事項を守らなければならない。

第１ 競争入札に参加する者（以下「入札参加者」という ）は、公正な競争を妨げる行。

為をしてはならない。

第２ 入札参加資格者は、公告又は物品調達等に関する通知書及びその他関係書類並び

に見本等を熟覧の上、所定の様式により総額及び 消費税及び地方消項目ごとの単価（

費税に相当する金額を除いたもの）をもって入札しなければならない。

第３ 入札参加者は、入札公告に示された日時、場所及び方法により入札書を提出しな

ければならない。

第４ 提出した入札書は、いかなる理由があっても書き換え、引き換え、又は撤回する

い。ことはできな



業務委託契約書（単価契約）

警察共済組合茨城県支部長（以下「甲」という ）と （以下「乙」という ）は、。 。

警察共済組合茨城県支部組合員に係るオーダーメイド健康情報冊子の作成について、次の条項に

より契約を締結する。

１ 件 名 オーダーメイド健康情報冊子作成業務委託（単価契約）

２ 業 務 内 容 オーダーメイドの健康情報冊子の作成

３ 規 格 仕様書のとおり

４ 委 託 料 １冊当たり★円（うち消費税及び地方消費税★円・消費税率10％）

※ 健康情報冊子作成費用及び納品に係る費用を含む。

５ 納 入 期 限 令和９年２月26日（金）

６ 納 入 場 所 茨城県水戸市笠原町978番６

警察共済組合茨城県支部（茨城県警察本部庁舎６階厚生課内）

、 、７ 納 入 方 法 所属コードごとの一覧表を作成し 所属コードごとに取りまとめて梱包し

一括納品すること。

（総則）

第１条 乙は、甲の示す仕様書に基づいて、納入期限内に冊子を納入しなければならない。

（委託業務）

第２条 甲が乙に委託する業務の内容は、仕様書のとおりとする。

（契約期間）

第３条 契約期間は、契約締結の日から令和９年２月26日（金）までとする。

（契約保証金）

第４条 契約保証金は、契約金額の100分の10以上の額とする。ただし、地方公務員等共済組合

法施行規程第32条及び地方公務員等共済組合法施行規程運用方針第32条第２項各号のいずれか

に該当する場合は、契約保証金の一部又は全部を免除する。

（検査）

第５条 乙は、物品を納入しようとするときは、納品書を提出し、物品について甲の検査を受け

なければならない。

、 、 。２ 甲は 前項の規定による納品書を受理したときは ５日以内に検査を行わなければならない

３ 甲は、検査に合格した物品につき、その引き渡しを受けるものとする。



（委託料の支払い等）

第６条 甲は、この契約に基づく物品の納入を確認した後、乙の適法な請求書を受理した日から

30日以内に乙に支払うものとする。

２ 前項において、請求代金に１円未満の端数が生じた場合は、端数を切り捨てるものとする。

（再委託の禁止）

第７条 乙は、甲が乙に委託する業務の全部又は一部を第三者に委託してはならない。ただし、

あらかじめ甲の承諾を得たときは、この限りではない。

（権利義務譲渡の禁止）

、 、 、第８条 乙は 甲の承認を得ないで この契約に基づいて生じる権利及び義務を第三者に譲渡し

又は継承させてはならない。

（損害賠償責任）

第９条 乙が本委託業務実施中に乙の責めに帰すべき事由により、甲又は第三者に対して損害を

与えた場合は、乙がその損害を賠償するものとする。

（個人情報の保護）

、 、 、第10条 乙は 業務の実施に当たり知り得た個人情報について 関係法令を遵守することに加え

別紙「個人情報取扱注意事項」や茨城県が定める個人情報の取扱いに係る条例等に基づき適正

に取り扱うものとする。

（契約の解除）

第11条 甲は、乙が次の各号に該当するときは、この契約の全部又は一部を解除することができ

る。

(1) 乙がこの契約に違反したとき。

(2) 乙がこの契約を履行しないとき、又は履行することが困難であると甲が認めたとき。

(3) 乙の行為に詐欺その他不正の行為があると認めたとき。

(4) 乙が故意又は過失により甲に重大な損害を与えたとき。

(5) 乙がこの契約に定める事項に違反し、又は違反するおそれがあると甲が認めたとき。

、 、 、２ 甲は 第１項の規定により契約を解除しようとするときは その理由を記載した書面により

乙に通知する。

（遅滞（履行遅延）の違約金）

第12条 乙は、納入期限内に物品を納入しないときは、契約金額又は未履行部分に相当する金額

につき遅延日数に応じて、政府契約の支払遅延防止等に関する法律（昭和24年法律第256号）

第８条第１項の規定に基づき財務大臣が銀行の一般貸付利率を勘案して決定する利率を乗じて



計算した額を遅延賠償として甲に納めなければならない。この場合において、遅延賠償額が

100円未満であるときはその全額を切り捨てるものとし、その額に100円未満の端数があると

きはその端数を切り捨てるものとする。

（秘密の保持）

第13条 乙は、この契約による業務の遂行に際し知り得た事項を他に漏らしてはならない。この

契約が終了し、又は解除された後においても同様とする。

（反社会勢力の排除）

第14条 甲及び乙は、それぞれ相手方に対し次の各号の事項を確約する。

(1) 自らが、暴力団、暴力団関係企業、総会屋若しくはこれらに準ずる者又はその構成員（以

下、総称して「反社会勢力」という ）ではないこと。。

(2) 自らの役員（業務を遂行する役員、取締役、執行役又はこれらに準ずる者をいう ）が反。

社会勢力でないこと。

(3) 反社会勢力に自己の名義を利用させ、本契約を締結するものではないこと。

(4) 本契約の有効期間内に、自ら又は第三者を利用して、次の行為をしないこと。

ア 相手方に対する脅迫的な言動又は暴力を用いる行為。

イ 偽計又は威力を用いて相手方の業務を妨害し、又は信用を毀損する行為。

（ による不当介入があった場合の報告義務）反社会勢力

乙は、 から不当介入（不当要求又は納品等への妨害）を受け た場合は、第15条 反社会勢力

その旨について、甲に報告を行わなければならない。

（疑義の決定）

第16条 この契約に定めのない事項が生じたときは、必要に応じて、甲乙誠意を持って協議の上

決定するものとする。

、 、 、 。この契約を証するため 本書２通を作成し 甲乙記名押印の上 各１通を保有するものとする

令和８年 月 日

甲 茨城県水戸市笠原町978番６

警察共済組合茨城県支部

支部長 中 山 仁

乙



別紙

個人情報取扱注意事項

（基本事項）

、 、 （ 「 」 。）第１条 乙は 個人情報の保護の重要性を認識し この契約に関わる業務 以下 業務 という

の実施に当たっては、個人の権利利益を侵害することのないよう、個人情報の取扱いを適正に

行わなければならない。

（秘密の保持）

第２条 乙は、業務に関して知り得た個人情報を他人に漏らし、又は他の目的に使用してはなら

ない。この契約が終了し、又は解除された後においても同様とする。

２ 乙は、その使用する職員に対し、個人情報の保護に関して必要な事項を周知しなければなら

ない。

（収集の制限）

第３条 乙は、業務処理に関し、個人情報を収集する場合は、業務目的を達成するために必要最

小の範囲で、適法かつ公正な方法により行わなければならない。

（目的外利用及び提供の禁止）

第４条 乙は、甲の承諾を受けた場合を除き、業務に関して知り得た個人情報を契約の目的以外

のために利用し、又は第三者に提供してはならない。

（漏えい、滅失及び毀損の防止等）

第５条 乙は、業務に関して知り得た個人情報の漏えい、滅失及び毀損の防止その他個人情報の

適切な管理のために必要な措置を講ずるよう努めなければならない。

（資料等の返還等）

第６条 乙は、業務を処理するため、甲から提供を受け、又は自ら収集し、若しくは作成した個

人情報が記録された資料等を、業務完了後直ちに甲に返還し、又は提供しなければならない。

ただし、他の法令等による規定がある場合又は甲が別に指示した場合は、この限りでない。

（複写又は複製の禁止）

第７条 乙は、業務の実施に著しい支障を及ぼすおそれがある場合を除き、甲から提供された個

人情報が記録された資料等を甲の承諾を得ないで複写し、又は複製してはならない。

（再委託の制限）

第８条 乙は、業務を処理するに当たりその個人情報の取扱いは自ら行うものとし、甲が承諾し

た場合を除き、第三者にその取扱いを委託してはならない。

（事故発生時における報告）

第９条 乙は、この個人情報取扱注意事項に違反する事態が生じ、又は生じるおそれのあること

を知ったときは、速やかに甲に報告し、その指示に従うものとする。



仕 様 書

本仕様書は、警察共済組合茨城県支部長が委託する業務の内容について定める。

１ 件名

オーダーメイド健康情報冊子作成業務委託（単価契約）

２ 実施業務

令和８年度健康診断結果に基づいた、自身の健康状態の把握及び生活習慣改善のための健康

情報冊子の作成

３ 業務内容及び運用

(1) 対象者情報の受渡し

、 、 （ ）警察共済組合茨城県支部は 受託者に対し 対象者の健診結果等を電子データ CSV形式

で提供することとする。

なお、提供するデータは以下のとおりとする。

ア 記号・番号

イ 氏名

ウ 氏名フリガナ

エ 性別

オ 生年月日

カ 所属（事業所）コード

キ 所属名

ク 健診結果

身体計測 身長、体重、BMI、腹囲

血圧 収縮期血圧、拡張期血圧

脂質 中性脂肪、HDLｺﾚｽﾃﾛｰﾙ、LDLｺﾚｽﾃﾛｰﾙ

血糖 空腹時血糖又は随時血糖、HbA1c、尿糖

肝機能 GOT、GPT、γ-GTP

腎機能 血清ｸﾚｱﾁﾆﾝ、尿蛋白

貧血 ﾍﾏﾄｸﾘｯﾄ、血色素量、赤血球数

(2) 冊子の作成

受託者は、警察共済組合茨城県支部から提供されたデータに基づき、対象者個々人の健診

結果や健康リスクに合わせ、対象者個人別に作成された冊子を作成すること。

なお、当該冊子については、別添「健康情報冊子作成基準」を満たすものとする。



３ 作成部数

160冊（予定数であり、実際の数を保証するものではない ）。

４ 納入期限

令和９年２月26日（金）

５ 納入場所

茨城県水戸市笠原町978番６

警察共済組合茨城県支部（茨城県警察本部庁舎６階厚生課内）

６ 納品方法

受託者は、作成した冊子について、所属コードごとに対象者の一覧表を作成し、所属コード

ごとに取りまとめ、５の納品場所へ納品すること。

７ 留意事項

(1) 対象者データの提供及び健康情報冊子の納品スケジュールについては、打ち合わせの上、

決定することとする。

(2) 個人情報の取扱いについては、関係法令等を遵守し安全管理に万全を期すこと。

(3) 健康情報冊子の内容については、原則として、厚生労働省の基準に準じて作成すること。

(4) 健康情報冊子に営利目的の広告等を掲載しないこと。

(5) 受託者は、業務の実施に当たり事故等が発生した場合は、適切な措置を講じるとともに、

直ちに警察共済組合茨城県支部長に報告すること。

(6) 本仕様書に明記のない事項については、警察共済組合茨城県支部長の承認を受けた上で実

施すること。



別添

健康情報冊子作成基準

原 則 対象者個々人の健診結果や健康リスクに合わせ、個人別に作成された冊子であ

ること。

サイズ等 Ａ４判 ／ フルカラー ／10ページ以上

掲載内容 １ 健診結果及びリスク判定

提供された健診結果の検査項目数値と３段階以上（正常、注意、要受診等）

で判定された健康リスクの判定結果を掲載すること。

健診結果 検 査 項 目

身体計測 身長、体重、BMI、腹囲

血 圧 収縮期血圧、拡張期血圧

脂 質 中性脂肪、HDLｺﾚｽﾃﾛｰﾙ、LDLｺﾚｽﾃﾛｰﾙ

血 糖 空腹時血糖又は随時血糖、HbA1c、尿糖

肝 機 能 GOT、GPT、γ-GTP

腎 機 能 血清ｸﾚｱﾁﾆﾝ、尿蛋白

貧 血 ﾍﾏﾄｸﾘｯﾄ、血色素量、赤血球数

２ 同世代比較

健診結果について、同世代と比較した場合の、おおよその自身の健康リスク

状況がわかる内容とすること。

※ 同世代の平均値の表記 等

３ 総合判定

健診結果に基づく、対象者の総合的な健康状況を掲載すること。

なお、対象者に生活習慣病発症リスクがある場合、そのリスクを併せて表記

し、生活習慣改善のためのアドバイスを掲載すること。

４ その他

、 、 、改善すべき生活習慣 セルフチェック方法 おすすめの対策やコラムなどを

グラフやイラスト等を使って視覚的にわかりやすい内容で作成すること。

５ 冊子に関する問合せ先

対象者からの本冊子に関する質疑等に対応できる問合せ先を表記すること。



 

一般競争入札参加資格確認申請書  
 

令和  年  月  日  
 
 警察共済組合茨城県支部長 殿  
 
                 所 在 地 
 
                 商号又は名称  
 
                 代表者職氏名                
 
 令和８年 10 月 22 日付けで公告のあった下記の一般競争入札に参加したいので、入札

に参加する資格等の確認について、確認資料を添えて申請します。  
 なお、申請書及び添付書類の内容については、事実と相違ないことを誓約します。  
 

記  
 
１ 入札公告のあった件名  
 
  オーダーメイド健康情報冊子作成業務委託（単価契約）  
 
２ 添付書類  
 
 (1) 業務履行証明書  
 
 (2)  誓約書  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

本件責任者：        連絡先：  

担 当 者：        連絡先：  



 
業 務 履 行 証 明 書  

 
令和  年  月   日  

 
 警察共済組合茨城県支部長 殿  
 
                 所 在 地 
 
                 商号又は名称  
 
                 代表者職氏名                
 
 警察共済組合茨城県支部が委託するオーダーメイド健康情報冊子作成業務委託 (単価

契約)と同種同規模の委託業務の実施状況について、下記のとおりであることを証明しま

す。  
記  

 
 

契 約 締 結 日 
及 び  

履 行 期 間 

 
 

契 約 件 名 
 

 
 

契約の相手方  
 

 
 

契 約 金 額 
 

 
締結日  
   年   月   日  
履行期間  
自    年   月   日  
至       年    月  日  

 
 
 
 
 
 

 
  
 
 
 
 

 
 
 
       円  
 
 

 
締結日  
   年   月   日  
履行期間  
自    年   月   日  
至       年    月  日  
 

 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
            円  
 
 
 

  注１ 令和６年度又は令和７年度の契約実績について記載すること（２契約）。  
 注２ 契約書の写しを添付すること（２契約）。  
    なお、警察共済組合茨城県支部と締結した契約については契約書の添付を省略

することができる。

本件責任者：        連絡先：  

担 当 者：        連絡先：  



 
誓  約  書  

 
令和  年   月   日  

 
 警察共済組合茨城県支部長 殿  
 
                  所 在 地 
 
                  商号又は名称  
 
                  代表者職氏名                
 
 オーダーメイド健康情報冊子作成業務委託（単価契約）に関する一般競争入札に参加

するに当たり、下記のとおり誓約いたします。  
記  

 
１ 役員等（法人にあっては非常勤を含む役員及び支配人並びに営業所の代表、その他

の団体にあっては法人の役員等と同様の責任を有する代表者及び理事等、個人にあっ

てはその者及び支店又は営業所を代表する者をいう。以下同じ。）に暴力団員による

不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第 77 号。以下「暴対法」という。）

第２条第６号に規定する暴力団員（以下「暴力団員」という。）又は暴力団員ではな

いが暴対法第２条第２号に規定する暴力団（以下「暴力団」という。）と関係を持ち

ながら、その組織の威力を背景として暴力的不法行為等を行う者（以下「暴力団関係

者」という。）がいる法人等（法人又は団体若しくは個人をいう。以下同じ。）に該

当しておりません。  
２ 暴力団員又は暴力団関係者（以下「暴力団員等」という。）がその経営又は運営に

実質的に関与している法人等に該当しておりません。  
３ 役員等又は使用人が、暴力団の威力若しくは暴力団員等又は暴力団員等が経営若し

くは運営に実質的に関与している法人等を利用するなどしている法人等に該当してお

りません。  
４ 役員等又は使用人が、暴力団若しくは暴力団員等又は暴力団員等が経営若しくは運

営に実質的に関与している法人等に対して資金等を供給し、又は便宜を供与するなど

暴力団の維持運営に協力し、又は関与している法人等に該当しておりません。  
５ 役員等又は使用人が、暴力団又は暴力団員等と社会的に非難されるべき関係を有し

ている法人等に該当しておりません。  
６ 役員等又は使用人が、前各号のいずれかに該当する法人等であることを知りながら、 

これを利用するなどしている法人等に該当しておりません。  
７ 茨城県暴力団排除条例（平成 22 年茨城県条例第 36 号）第２条第１号から第３号ま

でに規定する者ではありません。  
８ 無差別大量殺人行為を行った団体の規制に関する法律（平成 11 年法律第 147 号）に

基づく処分の対象となっている団体及びその構成員に該当しておりません。  
９   会社更生法（平成 14 年法律第 154 号）に基づき更生手続開始の申立がなされている

者又は民事再生法（平成 11 年法律第 225 号）に基づき再生手続開始の申立がなされて

いる者には該当しません。  
10 本委託業務の実施に必要な環境及び体制が整備されております。  

本件責任者：        連絡先：  

担 当 者：        連絡先：  



　警察共済組合茨城県支部長　殿

商号又は名称

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

代表者職氏名

千 百 十 万 千 百 十 円

　納品に係る全ての費用を含む１冊当たりの金額（整数）を記入してください。

入　　　札　　　書

（御注意）

　仕様書等の指示された事項を承知の上、入札心得により下記のとおり入札します。

記

　入札者は、消費税等に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もっ
た契約金額の110分の100に相当する金額（消費税額等抜き）を入札書に記載してくださ
い。

令 和 　年 　月 　日　

金額

件　名 健康情報冊子作成業務委託(単価契約)

所 在 地

（注）頭部に「￥」のマークを付すこと。消費税額等を含めないこと。


